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日本社会の現状と課題
　日本で「ダイバーシティ社会」という言葉を
聞くようになって久しい。社会で使われている
「ダイバーシティ社会」という概念を概観する
と，「性別，年齢，人種や国籍，障がいの有無，
性的指向，宗教・信条，価値観などの違いにか
かわらず，全ての人が受容されていて差別され
ることがなく，活躍できている社会」といった
意味合いで使われることが多く，このような社
会こそが創造性や競争力を高めるものであると
考えられている。ダイバーシティ社会の推進は
今後の日本にとって必要不可欠であるが，日本
ではそもそも人口の半分を占める「女性」の能
力が十分に活かされていないという現状がある。
　日本の男女格差は解消に向かいつつあるもの
の，その変化は非常に遅い。2021年のジェン
ダー・ギャップ指数は0.656（156か国中120位）
に留まっており，管理職，専門職・技術職な
ど，いわゆる指導的地位における女性比率の低
さがこの順位の低さに関係している。また，日
本には伝統的性役割も根強く残っている。内閣
府による2019年の調査 1において「夫は外で働
き，妻は家庭を守るべきである」という伝統的
性役割に「賛成・どちらかといえば賛成」と回
答した人は，女性で31.1％，男性で39.4％となっ
ており，先進諸国の中では高い比率である。日
本は意識面での変化も遅い国であると言えよう。
　このような現状を，内閣府が看過してきたわ
けではない。既に2003年には，男女共同参画
推進本部において，「2020年までに指導的地位

に女性が占める比率が少なくとも30％程度に
なるよう期待する」という数値目標が決定され
ていた。以来，様々な取り組みが進められて
きたが，女性活躍推進法など，義務づけや罰則
を伴う強制力のある施策の開始は過去10年間
に集中している（表1）。この10年の間には障
がい者や高齢者の雇用も推進されていることを
考慮すると，日本では，男女格差が解消されて
いない状況で，障がいや年齢等も含むダイバー
シティ経営が，トップダウンの形で，同時期に，
かつ急速に進められている状況であると考えら
れる。そのため，組織や個人によって，女性活
躍やダイバーシティに対する捉え方のばらつき
が大きく，女性活躍の取り組みが「女性優遇の
逆差別」であるという批判も聞かれる。
　このように，ダイバーシティ社会に向かう混
沌とした過渡期には，過渡期ならではの解決す
べき課題があることが，主に欧米の先行研究に
おいて示唆されてきた。ここでは，そのような
課題を3点に絞って考察する。

好意的性差別主義
　女性活躍推進法等によって，組織の制度改革
は進行しつつあるが，個々人の知識枠組みとし
てのジェンダー・ステレオタイプは急速に変化
するわけではない。そのため，対人的相互作用
におけるジェンダー・バイアスの影響は，外部
からの介入が困難な問題として残されることに
なる。一般には十分に知られていないバイアス
として，好意的性差別主義（benevolent sexism）2	

男女格差とダイバーシティ
社会への移行
広島大学大学院人間社会科学研究科 教授
坂田桐子（さかた　きりこ）

Profile─
広島大学総合科学研究科などを経て2020年より現職。専門は社会心理学。博士
（学術）。著書に Gender Stereotypes and Expected Backlash for Female STEM Students in Germany and Japan. Frontiers 

in Education, https://doi.org/10.3389/feduc.2021.793486（共著），『社会心理学におけるリーダーシップ研究のパース
ペクティブⅡ』（編著，ナカニシヤ出版）など。



13

社会が変Θる，社会を変 る͑

男女格差とダイバーシティ社会への移行

別」に帰属することができるため，課題の遂行
は阻害されにくいのである。
　好意的性差別を受けることの効果を組織現場
で実証した研究は乏しいが，著者は20～ 39歳
の正社員女性を対象とした調査により，好意的
性差別を経験した程度が高いほど職場におけ
る状態自尊心が低いという関連を見出してい
る 4。また，この調査では，回答者の所属組織
の女性活躍促進風土と好意的性差別経験度との
間に相関がないことも示されている。自尊心は
女性の昇進意欲との関連が強いことを考慮する
と，好意的性差別を経験することが女性の活躍
を妨げかねないことが示唆される。育児中の女
性の業務負担を（好意により）軽くしようとし
て，チャレンジ性の低い定型的な仕事に配置す
ることなどは好意的性差別に該当する可能性が
あるが，たとえ育児中であっても上司が実力よ
り困難な仕事を任せる方が女性の昇進意欲が高
いことを示す調査結果 5もある。好意的性差別
は，行為者側も受ける側も自覚しにくい差別で
あるだけに注意が必要であるが，好意的性差別
がどのような組織文脈でも（例えば女性が多数
派の組織でも）有害な効果しかもたらさないの

が挙げられる。これは，伝統的女性役割を果た
す女性を，保護され崇拝されるべき純粋な生物
と見なす騎士道的なイデオロギーであり，「女
性は男性から大事にされ，守られなければなら
ない」といった考え方を含む 2。一見すると女
性を賛美する態度のように見えるが，実際には
妻や母といった伝統的性役割に従う女性のみを
肯定し，従わない女性を敵視する巧妙な形の差
別主義である。先行研究では，女性に対する露
骨な敵意（敵意的性差別）よりも，好意的性差
別の方が女性にとって有害であることが示され
ている。例えば，化学工場の採用面接を模した
実験では，リクルーターが女性志願者に対して
敵意的性差別に該当する見解を述べる条件より
も，好意的性差別に該当する見解を述べる条件
において，その後の女性志願者の認知的課題の
遂行成績が低かった 3。好意的性差別は，暗黙
のうちに「女性は能力が低い」という見解を
含んでいるため，それを受けた女性に，自身の
能力に対する自己疑念などの侵入的思考をもた
らし，認知資源を要する課題の遂行を阻害する
と考えられている。一方，敵意的性差別に晒さ
れた女性は，そこで生じた不快さを相手の「差

表 1　ダイバーシティ推進に関連する政府の取り組み

年 事　項 内　容

2003 『2020年30％』の目標設定 男女共同参画推進本部で「社会のあらゆる分野において，2020年までに，指導的地
位に女性が占める比率が，少なくとも30％程度になるよう期待する」という数値目
標を決定

2005 「次世代育成支援対策推進法」施行 地方公共団体や民間企業に，育児と仕事を両立できる環境を整備するための行動
計画の策定を義務付けた

2007 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）憲章と行動指針の策定

多様な働き方・生き方が選択できる社会などを目指して，2020年までに達成すべき
13項目の数値目標を設定

2010 第3次男女共同参画基本計画決定 「今後取り組むべき喫緊の課題」として，実効性のある積極的改善措置の推進が挙
げられている

2012 経済産業省「新・ダイバーシティ経
営企業100選」開始

ダイバーシティ推進を経営成果に結びつけている企業に対する経済産業大臣表彰
（2020年に終了）

2016 「女性活躍推進法（女性の職業生
活における活躍の推進に関する法
律）」施行

自社の女性の活躍に関する状況の課題分析，その課題を解決するための数値目標
と取組を盛り込んだ行動計画の策定と届出，自社の女性の活躍に関する情報の公
表を義務付けた

2018 「政治分野における男女共同参画の
推進に関する法律」施行

女性議員を増やすために，「選挙で男女の候補者数ができる限り均等になること」
などが基本原則とされ，国や地方公共団体には環境整備等の必要な施策の実施を，
政党等には男女の候補者数について目標を定めるなどの取り組みを進めることを
責務としている

2019 「働き方改革関連法（改正労働基準
法）」施行

長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方などの実現を目指したもの。残業時間の
上限の規制や年次有給休暇の確実な取得などが義務化されている
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かという点については，さらに検討が必要であ
る。

公平性の幻想
　表1で示した施策によって，自社のウェブサ
イト等でダイバーシティ推進方針を明示し，社
内に女性活躍を推進するセクションを設置した
り，各種研修によって偏見やステレオタイプの
低減を試みる企業も増えつつある。しかし，欧
米の先行研究では，このような取り組みが期待
されるほどの効果をもたらさないことも示され
てきた e.g., 6。これには，公平性の幻想（illusion 
of fairnesse.g., 7）が関わっていることが指摘され
ている。公平性の幻想とは，ダイバーシティ推
進のための取り組みがあることによって，その
有効性にかかわらず，「この組織は過少代表集
団（＝女性や人種的マイノリティ）に対して手
続き的に公正である」という幻想がもたらさ
れることを指す。この幻想が生じることによ
り，現実には過少代表集団に対する差別が存在
する場合であっても，組織成員がそれに気づき
にくくなり，差別があることを訴えるメンバー
に対して厳しく反応するようになる 7。公平性
の幻想の効果は，組織における高地位集団（男
性）だけでなく，差別の対象となりやすい低地
位集団（女性）にも生じることが示されてい
る 8。この現象は，人々が結果の公正より手続
き的公正によって説得されやすいことや，自分
たちの社会システムを公正で正当であると認知
するように動機づけられていること（システム
正当化動機）から説明されている。
　ダイバーシティ推進の取り組みが活発化しつ
つある日本の組織においても，公平性の幻想に
より差別の存在を検出しにくくなる皮肉な現象
が生じているのかが検討される必要がある。公
平性の幻想が生じれば，偏見の低減や差別の解
消が遅れることになり，特に偏見のターゲット
になりやすい少数派メンバーの活性化は阻害さ
れることが予想される。

ダイバーシティ・イデオロギー
　ダイバーシティ関連施策は，現実に働きかけ

て変化を促すだけでなく，その背後にある理念
や方針を人々に伝達する機能をもつ。人々の多
様性に対してどのようにアプローチすれば調
和のとれた社会が実現できるのかに関する信
念（ダイバーシティ・イデオロギー：以下DI）
は，表2に示す通り identity- conscious イデオロ
ギーと identity- blind イデオロギーに大別され
る e.g., 9。各DIが集団間関係に及ぼす効果につ
いては，主に人種・民族集団に焦点を当てた研
究が蓄積されている。近年のメタ分析によると，
外集団への偏見やステレオタイプについて，多
文化主義（以下MC）やカラーブラインドネス
（以下CB）の支持は負の関連を，また支配的集
団のメンバーによる同化主義の支持は正の関
連を示すことが明らかにされている 9。しかし，
上位集団のリーダーがCBを支持している場合
には，少数派メンバーが上位集団内での関係葛
藤を経験しやすく，所属感が低くなることも報
告されており 10，人種・民族における集団間葛
藤低減についてはMCの有効性を報告したもの
が比較的多いようである。

表 2　ダイバーシティ・イデオロギーの種類

Identity–blind ideologies

カラーブラインドネス
Colorblindness/
Gender blindness

集団間の差異を無視して類似性を
強調したり，個々人の独自性を強
調したりすることによって，集団
間の違いを最小化する

能力主義
Meritocracy

人口統計学的集団間の差別を排し
て公平に扱うことを重視する

同化主義
Assimilation

非支配的集団が自分たちの慣習を
放棄し，支配的集団の慣習を採用
するよう推奨する

Identity–conscious ideologies

多文化主義
Multiculturalism

集団間の差異を認め，差異を学び，
差異に価値を置くことで集団間の
違いを維持する

全包摂的多文化主義
All–inclusive 
Multiculturalism

多数派と異なる存在としての少数
派に価値を置くだけでなく，多数
派も重要な集団として明示的に位
置づける

ポリカルチュラリズム
Polyculturalism

集団間の差異を認める一方で，集
団間のつながりや相互影響も強調
する

注：�identity-blind ideologies および多文化主義の定義につい
ては文献9に基づく。全包摂的多文化主義は文献13，ポリ
カルチュラリズムは文献14に基づく。
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　一方，数少ないジェンダーに関するDI研究
では，むしろジェンダー・ブラインドネス（以
下，GB）の有効性が示されている e.g., 11。これ
は，ジェンダーにおけるMCは，スキルやパー
ソナリティにおけるステレオタイプ的なジェン
ダー役割に焦点を当てることになるため，組
織文脈では結局のところ女性の活躍を妨げるか
らと解釈されている 11。ただし，GBも万能で
はない。女性が極端な少数派（5％）である場
合は代表性懸念（社会集団の「代表者」のよう
に感じる個人の懸念であり，自分のパフォーマ
ンスが集団成員性のレンズを通して評価される
という不安）を強く感じるため，特に平等を強
調したアプローチが有効だが，適度な代表性が
ある場合（40％）は，違いに価値を置くMC的
なアプローチが有効であることを示した研究
もある 12。要するに，対象（人種・民族かジェ
ンダーか）やジェンダー比の程度などによって，
有効な理念や方針が異なる可能性があることに
留意する必要がある。ジェンダーや人種・民族
を含めた「ダイバーシティ」を推進する際，画
一的にMCを強調するような進め方には注意が
必要であり，日本でもDIの効果に関する実証
的検討が必要である。

おわりに
　日本はダイバーシティ社会に移行すべく様々
な取り組みを実施しているが，この動きを過信
して「放っておいてもいずれダイバーシティ社
会が実現できる」と考えるのは禁物である。過
渡期に失敗しないために，心理学者が実証的に
検討すべき研究課題は多々あると著者は考えて
いる。
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